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マレーシアの教育政策と学校教育制度 
Educational Policies and Education System in Malaysia  
 


















This thesis is to clarif y the political ideology that brought forth the present education system, 
its objectives, and how the system was established.  When Malaysia became independent, they 
had two imperative policy tasks of uniting the nation and eradicating poverty.   
  In Malaysia, school education was regarded as an important means of solving these problems.    
The educational policies are considered to be a significant part of Malaysia's Development Plans 
and their principal aim is to promote the necessary human resource development required for 
growth of the nation. It is a unique system, which reflects the political, economical and social 
situations of Malaysia. The Bumiputra policy in which Malays are given priority is one of the 
fundamental components of Malaysia’s educational policies.   
It is ironical, however, that the vitality of Malays has been waning during the promotion of this 
Bumiputra policy.  Thus educational policies in Malaysia are at the turning point. 
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面積は、約 33 万平方キロであり、日本の総面積の約 87%に当たる。人口は、約 2,327 万
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人家計の約 40%、移民インド人家計の約 60%に過ぎなかった 1)。 
現在、マレーシアの民族別人口構成は、マレー系、その他先住民が約 66.1%、中華系住
















































































た。これを具体化したのが、1966 年から始まった第 1 次マレーシア計画（1966～1970）
および第 2 次マレーシア計画（ 1971～1975）である。これらの中で重点目標に掲げられた
のは、産業構造の高度化に対処するために良質の労働力の確保とそれに必要な中等・高等
教育レベルの職業教育と科学技術教育の充実などである。  






































我々マレーシア国民は以下の 5 つの目的の達成を目指す。 
1) 複合社会の統一された国家  
2) 法的に選ばれた国会による民主社会  
3) すべての者に平等な機会がある自由な社会 
4) 多用な文化的伝統を持つ自由な社会  


























































内容については次のような 9 つの目標と学習経験を規定している（表 1）。なお、それぞ




表 1 就学前教育のカリキュラム内容  
































表 2 初等学校数および生徒数(2000 年) 
学校のタイプ  学校数 生徒数 生徒数の全体に 占める割合（ %） 
国民学校  5,379  2,216,389  75.61  
国民型学校（中国系）  1,284  622,435  21.24  
国民型学校（インド系）   520  90,260 3.08  
特別学校      28  2,106 0.07  
   合 計  7,217  2,931,190  100.00  





科である。第 6 学年終了時には UPSR（小学校成績評価テスト）が実施され、生徒の基本
的能力の修得評価がなされる。この結果に関係なく、小学校卒業生はすべて前期中等教育
第 1 学年に入学できる。しかし、国民型学校で学んだ生徒については、マレーシア語を十
















発」の 3 主要分野に分けて教育している。フェーズⅠ（第 1～3 学年）の週間授業時間は 1
時限（30 分）の授業が 45 時限行われ、計 1,350 分である。マレー語を教育言語とする国
民学校ではマレー語が週に 15 時限、英語は週に 8 時限となっている。中国語／タミル語
を教育言語とする国民型学校でも、マレー語が必修のため週に 9 時限授業が行われている。
フェーズⅡ（第 4～6 学年）の週間授業時間は 1 時限（30 分）の授業が 48 時限行われ、
計 1,440 分である。そのうち、英語は週に 7 時限となっている。  
 
表 3 初等教育統合カリキュラム 









自己開発  音楽、美術、保健体育  音楽、美術、保健体育、 
生活技術  
出所：マレーシア日本人商工会議所『マレーシアハンドブック 2001』2002, p.38 
 














国民学校生は 5 年制の全寮制中学校への入学が許可される。なお、第 3 学年の終了時には
PMR（前期中等教育成績評価）の受験が義務付けられている。  




なくなっているのはそのためである。全中等学校の合計は、2000 年現在 1,641 校で、生徒
数は 2,000,256 人である（表 4）。 
 
表 4 中等学校数および生徒数(2000 年) 
学校のタイプ  学校数 生徒数 生徒数の全体に 占める割合（ %） 
普通学校  1,464  1,905,274  95.25  
全寮制学校 40  23,377  1.17  
技術学校  77  35,946  1.80  
宗教学校  53  34,565  1.73  
職業学校  4  611  0.03  
特殊学校  3  483  0.02  
合 計 1,641  2,000,256  100.00  
出所：マレーシア教育省 Statistics2000 より作成 
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一般的に、中学校と高校は 1 校に纏められて 5 年制の課程をとっているところが多い。











表 5 前期中等教育カリキュラム  

















① 普通学校  
ほとんどの高校は普通科の課程に科学や技術コースを加えた普通科学校である。  
第 6 表（普通課程）に示されているように、必修教科と追加教科に加えて選択教科の履
修も可能になっており、授業時間は 40 分が 1 時限に相当する。  
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表 6 後期中等教育カリキュラム（普通課程）  









            選 択   教   科 




















出所：マレーシア日本人商工会議所『マレーシアハンドブック 2001』2002, p.39. 
 
② 中等技術学校  
中等技術学校では、基礎的な工学に関する分野はもちろん、数学や科学分野に優れた学
生を社会に輩出することを使命としている。学習内容は、普通科と同様､上級中等学校カリ










表 7 後期中等教育カリキュラム（技術･職業課程） 
出所：海外職業訓練協会、海外人材養成データベース「マレーシア」 





















能証明書は、人的資源省の国家職業訓練審議会(National Vocational Training Council: 
NVTC)が技能基準を設定し、技能証明制度を取り入れ、認定センターを通して授与してい
るものである 10)。  
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年現在、国立カレッジ（教員養成カレッジ）が 27 校、私立カレッジが 652 校で、就学者








年時点で国立のポリテクニックは 13 校である。 




近年急速に改善されつつある。第９表と第 10 表に掲げてあるように、2001 年現在、国立
大学が 15 校 12)、私立大学が 14 校となっている。政府は、高等教育の重要性に鑑み、大学、
ポリテクニック、カレッジ等の高等教育への進学率を、1999 年時点の 23%から、2010 年
には 40%に、さらに最終目標年である 2020 年には 50%へ向上させることを目指している
13)。 
 
表 9 国立大学の概要 





























































出所：2001 Education Guide Malaysia, p.215 




表 10 私立大学の概要  





























































 出所：2001 Education Guide Malaysia および Malaysia Centre of Educational  





















































表 11 マレー語国民学校の週当たり時間数  
（言語科目、イスラム教育および算数）  
単位：分、（）内は総時間数に占める割合 
学年 マレー語  英  語 イスラム教育  算 数 総時間数  
1 450 (33.3) 240 (17.8) 180 (13.3) 210 (15.6) 1350 
2 450 (33.3) 240 (17.8) 180 (13.3) 210 (15.6) 1350 
3 450 (33.3) 240 (17.8) 180 (13.3) 210 (15.6) 1350 
4 330 (23.0) 210 (14.6) 180 (12.5) 210 (14.6) 1440 
5 330 (23.0) 210 (14.6) 180 (12.5) 210 (14.6) 1440 





















30.8%から 1990 年には 51.9%まで高めること、さらに職業別にもマレー人の比率を高め、
管理・経営職種における雇用比率を 1970 年の 24.9%から 1990 年の 49.3%に引き上げるこ
ととされた。「貧困の撲滅」は、民族のいかんを問わずとなっているが、実質的には 80%
以上が農村にいるマレー人が対象である。このように、「新経済政策」は、経済全般におけ















る。入学者は小学校 6 年次に受験する UPSR（小学校成績評価テスト）の結果をもとに教





















































 また、ツイニング・プログラム 18）も実施されている。この制度には 1+2、2+1、2+2 と
いったプログラムがあり、外国大学の履修課程の一部をそれぞれ 1 年間あるいは 2 年間、
国内の提携カレッジで学び、その後 1 年間あるいは 2 年間、外国の大学本校に留学して学
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位を取得するものである。このプログラムは、2001 年時点で 34 校が実施している 19）。 
 外国大学のマレーシア国内での分校設置については、政府は、オーストラリアのモナシ
ュ大学（1998 年）とカーティン工科大学、および英国のノッティンガム大学（1999 年）










































「第 7 次マレーシア計画」では開発予算全体の 19.9%に当たる 197 億リンギットが教育お
















































なお、1999 年のマレー人の平均所得は華人の 57.4%、インド人の 73.4%となっている。  
（Prime Minister ’s Department ed, Eighth Malaysia Plan 2001-2005,Kuala Lumpur, 
2001, p.61） 
2) Prime Minister ’s Department ed,前掲書 p.89 
3) 世界銀行，世界開発 2000／2001，東京，シュプリンガー・フェアラーク東京，2002， 
p.491 
4) Prime Minister ’s Department ed, The Third Outline Perspective Plan 2001-2010, 
Kuala Lumpur, 2001, iii. 
5) マレーシア日本人商工会議所調査委員会，マレーシアハンドブック 2001，クアラ・ル
ンプール，2002, p.34 
6) マレーシア日本人商工会議所調査委員会 , 前掲書 p. 35. 





8) 村田翼夫編，東南アジア諸国の国民統合と教育，東京，東信堂，2001，p.81  
9) 職業学校終了時に課せられていた SPMV 試験は 2000 年から廃止され、新たに証明書制
度が導入されている。  
10) 国家技能証明制度には、5 つのレベルがあり、後期中等教育では、作業・生産レベル
に当たるレベル１と２に相当する教育内容が行われている。            
11) Ministry of Education Malaysia ed, 2001 Education Guide Malaysia, Kuala 
Lumpur ,pp. 209, 210 
12) 政府補助（ 50%）を受けたマレーシア華人協会によるカレッジであった、トゥアンク・
アブドゥル・ラーマンカレッジが 2002 年 8 月にトゥアンク・アブドゥル・ラーマン大
学(UTAR)として設立された。  
13) マレーシア日本人商工会議所調査委員会，前掲書， p.37 
14) 貧困撲滅については、貧困率が 1990 年の 16.5%から 1999 年の 7.5%にまで下がり、
絶対貧困率も 3.9%から 1.4%にまで低下するなど、大きな成果が得られた。 (Prime 
Minister ’s Department ed, 前掲書，p.50 )  
15）Department of Statistics Malaysia, Social Statistics Bulletin Malaysia 2000, Kuala 
Lumpur, 2000, p.154 
16)過去 30 年にわたり、マレー人が 55%、非マレー人が 45%（華人が 35%、インド・そ
の他の国籍が 10%）と割当が決められている。 
17) Department of Private Education ed, Ministry of Education Malaysia, Malaysia, 
Kuala Lumpur, 2001, p.3. 
18)日本では、マレーシアと日本の 31 大学が参加して実施されている。マレーシア側には
留学費用の削減と理工系の専門知識を持つ人材の早期育成、日本側には優秀な学生の確
保というメリットがある。約 2 千人の応募者から最終的に留学できるのは 50 人程度に
まで絞り込まれる。現在 1、2 期生併せて約百人が日本の大学で学んでいる。（マレーシ
アと日本の 31 大学，留学生 質向上へ連携，日本経済新聞夕刊，2002-9-6４版，タウ
ンビート面）  
19)Department of Private Education ed, op. cit. p.3. 
20) 2002 年８月末現在で IT 関連企業の誘致目標数（750 社）のうち、参加企業は 745 社
に上った。うち外資系企業は 232 社。政府分も含め、投資額は 47 億 7000 万リンギット
（約 1478 億円）に達した。（マレーシア，IT 誘致目標達成へ，日本経済新聞朝刊，
2002-9-16，11 版，アジア太平洋面）  
21) コンピュータとネットワークを駆使して、教材開発と学習指導を行い、さらに学校運






22) Prime Minister ’s Department ed, Eighth Malaysia Plan 2001-2005, p. 164. 
23) 総人口約 2300 万人のうち就業人口は約 900 万人であるが、そのうち外国人労働者は
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